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第１６回 交通事故・調査分析研究発表会プログラム
日時：平成２５年１０月 ３１日（木） １３：３０～１７：１０

１３：３０～１３：３５ ■開催挨拶 理事長 小田村 初男

場所： JA共済ビル カンファレンスホール
＜〒102-0093 東京都千代田区平河町2-7-9 ＪＡ共済ビル 1F＞

■研究発表

１３：３５～１４：０５ 1.高齢者の交通事故－序－ P1～ 常務理事 山田 晴利

１４：０５～１４：５５

2.高齢歩行者の事故

(1)事故例調査からの提案 P9～ つくば事務所 所長 沼尻 到

(2)被害軽減ブレーキの効果 P16～ 主任研究員 永岡 一信

１４：５５～１５：２５ 3.自転車乗用中の高齢者の事故分析と対策 P20～ 研究一課 研究員 林 祐輔１４：５５～１５：２５ 3.自転車乗用中の高齢者の事故分析と対策 P20～ 研究一課 研究員 林 祐輔

１５：２５～１５：４５ ＜ 休 憩 ＞

１５：４５～１６：１５ 4.二輪車事故と高齢者 P27～ 主任研究員 松村 和典

１６：１５～１７：０５ 5.高齢者の自動車事故 P35～１６：１５～１７：０５ 5.高齢者の自動車事故 P35～

(1)高齢運転者の死亡要因の分析 P36～ 主任研究員 石井 義純

(2)後席同乗中高齢死者の傷害状況の分析 P41～ 研究員 田仲 元樹

１７：０５～１７：１０ ■閉会の辞 常務理事 山田 晴利１７：０５～１７：１０ ■閉会の辞 常務理事 山田 晴利



１ ⾼齢者の交通事故１．⾼齢者の交通事故
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今回の
発表内容発表内容

4

• ⾼齢者の交通事故－序－ ⼭⽥• ⾼齢者の交通事故－序－ ⼭⽥
• ⾼齢歩⾏者の事故

事故 査 案–事故例調査からの提案 沼尻
–被害軽減ブレーキの効果 永岡
• ⾃転⾞乗⽤中の⾼齢者の事故 林
• ⼆輪⾞事故と⾼齢者 松村• ⼆輪⾞事故と⾼齢者 松村
• ⾼齢者の⾃動⾞事故

⾼齢ド イバ 死亡要因 井–⾼齢ドライバーの死亡要因 ⽯井
–後席同乗中⾼齢死者の傷害状況 ⽥仲

• なお，⾼齢者は「65歳以上」と定義，

5

提供資料提供資料
以下の資料をITARDAのサイトから無償で提• 以下の資料をITARDAのサイトから無償で提
供：
都道府県別 状態別 年齢階層別 死傷者数– 都道府県別・状態別・年齢階層別・死傷者数
（2010年）
⾼齢者の交通事故に係わる集計結果– ⾼齢者の交通事故に係わる集計結果

公表済み資料• 公表済み資料：
– 交通安全教育に役⽴つ⾼齢歩⾏者事故の分析，

H23研究報告書 ITARDA 2011年12⽉H23研究報告書，ITARDA，2011年12⽉．
– 林祐輔：交通事故の国際⽐較，2013年6⽉．

6

この発表では 以下の2点を報告この発表では，以下の2点を報告：
わが国 は ⾼齢者が⼈⼝に占め■わが国では，⾼齢者が⼈⼝に占め
る割合（約1/4）と⽐べ 交通事る割合（約1/4）と⽐べ，交通事
故死者数に占める⾼齢者の割合が
半分以上と多いことに着⽬
 都道府県別 男⼥別に⾼齢者 都道府県別・男⼥別に⾼齢者
の交通事故死者について分析の交通事故死者について分析

■歩⾏者空間確保のための事例

7

      -2-



交通事故死者に占める⾼齢者の割合と交通事故死者に占める⾼齢者の割合と
⼈⼝に占める⾼齢者の割合

国名 ⼈⼝に占める65歳以上
⾼齢者の割合（％）

交通事故死者に占める
65歳以上⾼齢者（％）

⽇本 23.3 50.3
⽶国 13.1 16.7
英国 16.5 22.4

オランダ 15.6 34.4
スウェ デン 18 5 28 5スウェーデン 18.5 28.5
ドイツ 20.6 26.1
フランス 16.8 19.1

注：2011年の30⽇死者の値（⽶国のみ2010年の値）

6.8 9.
韓国 11.4 33.0

注：2011年の30⽇死者の値（⽶国のみ2010年の値）
出典：林「交通事故の国際⽐較」，ITARDA

8

交通⼿段別・年齢層別死者数交通⼿段別 年齢層別死者数

65歳以上⾼齢者
の歩⾏中の
死者数は

際⽴って多い
（2011年）（2011年）

出典：交通事故統計年報平成23年版，ITARDA 9

さらに男⼥別に集計してみると，さらに男⼥別に集計してみると，

・⼥性⾼齢者の歩⾏中死者数が多い
・男性⾼齢者の場合，歩⾏中だけではなく，
⾃動⾞乗⾞中 ⾃転⾞乗⾞中の死者数も多い⾃動⾞乗⾞中，⾃転⾞乗⾞中の死者数も多い
（2011年） 出典：平成24年度交通安全⽩書のデータをもとに作成 10

地域別の違いをみるために地域別の違いをみるために

 都道府県別の分析 都道府県別の分析
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都道府県別
男性⾼齢者が
⼈⼝に占める⼈⼝に占める
割合と

交通事故死者に交通事故死者に
占める割合
との⽐較との⽐較

（2010年男性）

直線yൌxとなる直線
12

都道府県別
⼥性⾼齢者が
⼈⼝に占める⼈⼝に占める
割合と

交通事故死者に交通事故死者に
占める割合
との⽐較との⽐較

（2010年⼥性）

直線yൌxとなる直線
13

都道府県別
男⼥別⾼齢者が
⼈⼝に占める⼈⼝に占める
割合と

交通事故死者に交通事故死者に
占める割合との

⽐較⽐較
（2010年男⼥）

直線yൌxとなる直線
14

男⼥ ⾼齢者間 差 ど よ男⼥の⾼齢者間の差はどのよ
うな要因によるのだろうか？うな要因によるのだろうか？

15
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たとえば，男⼥の免許保有率の差
が要因となっているのだろうか

16

男⼥間で交通⼿段の差はあるか

⾃動⾞

歩⾏中

17

ポアソン回帰モデルを使った分析
都道府県の男⼥別の⾼齢者の事故死者数を i（
）とするとき が期待値のポアソン分布に従う）とするとき， iが期待値iのポアソン分布に従う

ものとする．ここではiではなくiを⾼齢者の⼈⼝ i
（ 歳以上⼈⼝）で除した「⼈⼝千⼈当たりの事故（ 歳以上⼈⼝）で除した「⼈⼝千⼈当たりの事故
死者数」が次式のように表されるものと仮定：

ここに， ijは第番⽬の都道府県に関する番⽬の説
明変数であり はその係数を表す 変数選択には明変数であり， jはその係数を表す．変数選択には
⾚池情報量基準（ ）を利⽤．

18

モデル推定結果
都市化の
進み具合

⾃動⾞利
⽤レベル

元気な⼥性が
多いと事故も
少少ない？

歩道整備歩道整備
状況の
代理変数
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ポアソンモデルによるポアソンモデルによる
当てはめ値と観測値の⽐較

20

安全な歩⾏空間確保のために
－とくに⽣活道路において－
運転者に対 「⼈が優先す と・運転者に対して「⼈が優先する」とい
うメッセージを伝えるうメッセ ジを伝える

・歩⾏者に対しても「むやみに横断しな
い 横断する場合には⾞に気をつけい；横断する場合には⾞に気をつけ
る」というメッセージを伝えるる」と うメッ ジを伝える

 道路の構造 設計でどこまでこうし 道路の構造・設計でどこまでこうし
たメッセージを伝えることができるだ
ろうか？

21

22 23
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24 25

26 27      -7-



28

空間の分節空間の分節

29

30
Any  Question?

31
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２ 高齢歩行者の事故２．高齢歩行者の事故
(1)事故例調査からの提案(1)事故例調査からの提案

公益財団法人 交通事故総合分析センター

つくば交通事故調査事務所 沼尻 到つくば交通事故調査事務所 沼尻 到

事故事例の紹介1

10月下旬の19時前

歳 男性運転 貨物車A：52歳，男性運転の4t貨物車

B：83歳，男性歩行者B：83歳，男性歩行者

Aの衝突速度は55km/hと推定

Bは，救急隊接触時心肺停止．即死状態と診断．

脳挫傷，骨盤骨折，両側多発肋骨骨折，大動脳挫傷，骨盤骨折，両側多発肋骨骨折，大動
脈損傷（起始部離断）等

1

道路交通環境（衝突地点手前50m）

2

車両の損傷状況1-1

3      -9-



車両の損傷状況1-2

4

車両の損傷状況1-3

5

車両の損傷状況1-4

6

事故事例の紹介2

2月上旬の22時台2月上旬の22時台

A：52歳，男性運転の3t貨物車A：52歳，男性運転の3t貨物車

B：86歳，女性歩行者

速 推Aの衝突速度は35km/hと推定

Bは 腹腔内出血（ショック死と診断）Bは，腹腔内出血（ショック死と診断）

死後CT診断により骨盤骨折，両側血気胸，多
発肋骨骨折が認められた発肋骨骨折が認められた

7
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事故事例の紹介2

8

道路交通環境（衝突地点手前50m）

9

車両の損傷状況2-1

10

車両の損傷状況2-2
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車両の損傷状況2-3

12

事故事例の紹介3

2月上旬の19時台

歳 男性運転 貨物車A： 48歳，男性運転の2t貨物車

B：97歳，女性歩行者B：97歳，女性歩行者

Aの衝突速度は35km/hと推定

Bは，胸部大動脈損傷，多発肋骨骨折等により，
約4時間後に死亡約 時間後 死

13

事故事例の紹介3

14

道路交通環境（衝突地点手前100m）

15
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車両の損傷状況3-1

16

車両の損傷状況3-2

17

状態別死者数の推移

凡例中の数値は2002年
を100とした時の2012年

指数の指数

18

歩行中事故死者数の推移

凡例中の数値は2002年凡例中の数値は2002年
を100とした時の2012年
の指数
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昼夜間比率の推移（65歳以上）

20

昼夜間比率の推移（25～64歳）

21

運転者に何が起きているか

紹介した事故例では，第一当事者の車両は全て
事業用であり，職業ドライバーである．３事例とも
運転者は歩行者の認知が遅れている運転者は歩行者の認知が遅れている．

注意力低下あるいは覚醒度低下が起きている．

長時間注意力を維持することは難しいため，適度
に休息を取る とが必要であるに休息を取ることが必要である．

しかしながら 定期便の職業ドライバ は 体調しかしながら，定期便の職業ドライバーは，体調
に応じて勝手次第に休息をとることは難しい．

22

運転支援システム採用の提案

1.注意力低下警報，覚醒度低下警報の搭載
自動車メーカー各社，運転注意力モニター，居

眠り防止装置 不注意運転警報装置などの名称眠り防止装置，不注意運転警報装置などの名称
で装備．
2 走行ビーム使用比率の増加2.走行ビーム使用比率の増加

対向車に迷惑が及ばない範囲で走行ビーム
（ イビ ム） 使用範囲を増大させ 歩行者（ハイビーム）の使用範囲を増大させ，歩行者の
発見を早める．
アダプティブ・ハイビーム・システム（レクサス）
オートマチック・ハイビーム（トヨタ）によりハイビー

23

オ トマチック ハイビ ム（トヨタ）によりハイビ
ム走行範囲を増大させる装備．
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運転支援システム採用の提案

3.歩行者，自転車の認知システムの搭載

ナイト・ビュー（トヨタ）

ナイト・ビジョン（ホンダ，GM，BMW）

ナイト ビ アシスト（ベンツ）ナイト・ビュー・アシスト（ベンツ）

暗視装置システム（アウディ）暗視装置システム（アウディ）

等の暗視装置の搭載を提案する．等の暗視装置の搭載を提案する．

４．衝突被害軽減ブレーキの搭載

24永岡主任研究員の発表に継続

2012年のミクロ調査結果の分析（34例）

TTC
3秒 衝突回避が見込める事故例 11 例衝突回避 3秒 衝突回避が見込める事故例 11 例
2秒 障害物との衝突回避 1 例
3秒 速度超過で衝突回避不可 1 例

衝突回避
（35.3%）

被害軽減 3秒 速度超過で衝突回避不可 1 例
1～2秒 衝突被害軽減が見込める事故例 11 例

乗員飲酒 2 例

被害軽減
（35.3%）

左折，歩行者左から横断 1 例
直線走行，左から飛び出し 1 例
直前横断 2 例

衝突も被害
軽減も望め

1～2秒
直前横断 2 例
歩行者認識不可 1 例
乗員の対応に疑問 1 例

軽減も望め
ない
（29.4%） 乗員の対応に疑問 1 例

二次衝突 1 例
車両の陰から直前横断 1 例

（29.4%）

1秒未満

25

TTC：Time to Collision　危険認知から衝突までの時間

検討に用いた数値

26       -15-



２．高齢歩行者の事故
(2)被害軽減ブレーキの効果

研究部 主任研究員

永岡 信永岡 一信

1.研究の目的 高齢歩行者の事故（被害軽減ブレーキの効果）

 近年は、自動車乗車中の死者が著しく減少。

しかし歩行中の死者数の減少は緩やか。

交通手段別の死者数は平成20年以降は歩行中が最多。

また歩行中の死者数にしめる高齢者の割合は高い。

 歩行者保護ボディ等が普及しつつあるが、

高齢者事故の特性を考えると、「ぶつからない」予防安全が重要。高齢者事 特性を考 、 」予防安 要。

 そこで近年注目を集めている被害軽減ブレーキによるそ で近年注目を集めて る被害軽減ブレ キによる

高齢歩行者事故の削減可能性について検討する。

1

2.現状の分析 高齢歩行者の事故（被害軽減ブレーキの効果）

 高齢歩行者の死者（推移）
・自動車乗車中の死者が著しく減少。自動車乗車中 死者 著しく減少。

・歩行中の死者数の減少は緩やかで、今や最多。

交通手段別死者数
6000人

交通手段別死者数

自動車乗車中自動車乗車中

歩行中

2000人 自動二輪車乗車中

歩行中

自転車乗車中

原付乗車中

2
1970年 2012年

2.現状の分析 高齢歩行者の事故（被害軽減ブレーキの効果）

・歩行中の死者数における高齢者の比率は68％。

 高齢歩行者の死者（傷害の程度）
歩行中 死者数 おける高齢者 比率は 。

・高齢者での｢死者の割合｣はそれ以外と比べて5.1倍。
高齢者は傷害 程度が大きくなりがち高齢者は傷害の程度が大きくなりがち。

歩行中死亡者数2012年

65歳以上

歩行中 2012年

亡者
死者の割合

5.1倍1109

525

人, 

32%

65歳以上

:64歳以下

死傷者数
死亡者
数

死者の割合
=死亡者数/
死傷者数

高齢者人, 

68%
計1634人

高齢者 19911 1109 5.6%

64歳以下 45851 525 1.1%
全年齢 65762 1634 2 5%

3

2.2倍
全年齢 65762 1634 2.5%
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2.現状の分析 高齢歩行者の事故（被害軽減ブレーキの効果）

・骨の強度は40歳から下がり

 高齢歩行者の死者（骨の強度）

・骨の強度は40歳から下がり
80歳女性では半減に近い。
高齢者は骨折しやすい。高齢者は骨折しやすい。

・車両損傷は軽微でも、高齢者
の傷害が大きい場合があるの傷害が大きい場合がある。

たが 高齢者 は

看護学統合研究 9巻 1号

・したがって高齢者には
「ぶつからない」予防安全が重要。

呉大学 看護学部

4

2.現状の分析 高齢歩行者の事故（被害軽減ブレーキの効果）

 予防安全機能（機能の説明）

・被害軽減ブレ キ（車両検知のみで歩行者検知なし）では・被害軽減ブレーキ（車両検知のみで歩行者検知なし）では
歩行者事故への効果がない。効果は主に追突事故。

歩行者

・歩行者検知機能付きなら
回避可能性あり。

国土交通省ＨＰから

歩行者

歩道

車両車両

歩道

歩行者

5

歩行者

2.現状の分析 高齢歩行者の事故（被害軽減ブレーキの効果）

 予防安全機能（普及の現状）

・多くの自動車会社から被害軽減ブレ キが販売され始めたが・多くの自動車会社から被害軽減ブレーキが販売され始めたが、
歩行者検知付きを販売する会社は少ない。

・日本の乗用車メーカー８社のうち（2013年9月末時点）
歩 者検 被害軽減ブ 売歩行者検知付き被害軽減ブレーキの販売は２社。
（自動停止可能速度は３０～４０Km/h以下）

被害軽減ブ歩行者検知

レーキ, 1社自動停止ブ

レーキ, 2社

・歩行者検知付きの2012年販売5万台（推定）
自動停止ブ

レーキ, 5社

・歩行者検知付きの2012年販売5万台（推定）、
新車装着率では1％、保有割合では0.1％。

6

2.現状の分析 高齢歩行者の事故（被害軽減ブレーキの効果）

 予防安全機能（政府の目標）
・車両安全対策の目標2020年で死者削減1000人（2010年比）。

・政府の成長戦略（案）では安全運転支援装置は2020年に
国内保有台数の2割に普及させる方針。

・普及の試算：保有台数7000万台の2割1400万台。年間新車販売台数450万台。

新車装着率（仮定） 装置販売台数 装置保有台数 保有割合新車装着率（仮定） 装置販売台数 装置保有台数 保有割合
2013 10% 45（万台） 45（万台） 0.6%
2014 20% 90 135 1.9%
2015 30% 135 270 3.9%
2016 40% 180 450 6.4%
2017 50% 225 675 9.6%
2018 60% 270 945 13.5%
2019 70% 315 1260 18.0%
2020 80% 360 1620 23 1%

7
2020年には新車でほぼ標準化になる必要あり、かなり困難な目標。

2020 80% 360 1620 23.1%
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2.現状の分析 高齢歩行者の事故（被害軽減ブレーキの効果）

乗用車NCAPｱｾｽﾒﾝﾄ動向 被害軽減ブレーキ （新車安全性評価）

 予防安全機能（政策動向）

乗用車NCAPｱｾｽﾒﾝﾄ動向 被害軽減ブレ キ （新車安全性評価）

車両検知 歩行者検知 備考

欧州 2014年 2016年 2013自技会春 情報
日本 2014年に評価 2015年に評価予定 2012日経 情報
米国 装備有無を公表中 NHTSAでテスト研究中 2013自技会春 情報

アジア 動向なし 動向なし 欧州に数年遅れ追従アジア 動向なし 動向なし 欧州に数年遅れ追従

大型トラック法規動向（参考） 被害軽減ブレーキ （大型バスでも検討）

車両検知 歩行者検知 備考

欧州 2013年義務化 動向なし
日本 2014年義務化 動向なし 2009年より補助金

・歩行者検知付きは金銭でのメリットをユーザーは感じにくく、

日本 2014年義務化 動向なし 2009年より補助金

8

普及にはインセンティブも必要。

2.現状の分析 高齢歩行者の事故（被害軽減ブレーキの効果）

 予防安全機能（金銭でのメリット）

・車両保険は、2013年から軽い追突(修理5～10万円)でも、
三年間保険料が上がり（計8万円：日経記事）保険は使いにくい。

・被害軽減ブレーキ（車両検知5～10万円で販売）なら、

三年間保険料が上がり（計8万円：日経記事）保険は使いにくい。

軽い追突事故一回分で元が取れ、金銭メリットあり。

・歩行者検知では、歩行者人身事故が強制保険でカバーされ、
金銭的なメリットは少なく、普及は今後も遅れる。

9

3.事故分析 高齢歩行者の事故（被害軽減ブレーキの効果）

 分析手法

〈分析概要〉〈分析概要〉

・ミクロデータを用い、歩行者検知付き被害軽減ブレーキでの
高齢歩行者事故の回避可能性を判定。高齢歩行者事故の回避可能性を判定。
そこからマクロデータでの死亡事故削減割合を推定。

〈分析対象〉
・ミクロデータは1998年～2010年、死傷事故、人対車両事故、
車両は普通乗用車と普通貨物車と軽乗用車と軽貨物車。

マクロデ タは2011年（2012年12月末時点） 死亡と死傷事故・マクロデータは2011年（2012年12月末時点）、死亡と死傷事故、
他は同様。

10

3.事故分析 高齢歩行者の事故（被害軽減ブレーキの効果）

 分析手法

車両直進時に歩行者が横断を始めたら直ぐに検知し自動ブレ
〈判定方法〉
・車両直進時に歩行者が横断を始めたら直ぐに検知し自動ブレー
キ、歩行者の手前で停止なら事故回避。

減速度6 / 判定距離100 夜間40 歩行速度は下表2

歩行速度（ｍ/ｓ）
1.9～24歳以下

年齢等

減速度6m/s 、判定距離100m夜間40m、歩行速度は下表。2

歩道
歩行者

24歳以下
25～64 歳 1.7
65歳以上（高齢者） 1.2

飛出し・駆足
車両

歩道 飛出し・駆足
（年齢によらず） 3

ミクロデ タの事故回避可能性を昼夜 横断方向別に分け

歩道
歩行者

傷事故 避 能性が 事故 も と 計算

・ミクロデータの事故回避可能性を昼夜、横断方向別に分け、
マクロデータでの事故割合に乗じ、事故削減割合を推定。

11

・死傷事故での回避可能性が死亡事故でも同じとして計算。
なおミクロデータ分析での幼児・児童は11才以下とする。
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3.事故分析 高齢歩行者の事故（被害軽減ブレーキの効果）

 死亡事故の結果

死亡事故 30km/h40km/h 60km/h75km/h120km/h

自動停止可能速度（現状は30～40km/h）〈事故削減割合〉
現状で10 20％削減 死亡事故 30km/h40km/h 60km/h75km/h120km/h

高齢歩行
者 6.5% 24.5% 61.9% 69.7% 69.7%
歩行者全

・現状で10～20％削減。

・今後、自動停止可能速度
歩行者全
体 9.8% 21.9% 50.0% 56.0% 57.2%
幼児・児童

が60km/hなら高齢者で
61.9％、全体で50％、
児童28.9％（飛出し多い）

歩行者 11.2% 23.4% 28.9% 28.9% 28.9%

80% 死亡事故削減割合（直進事故は74％でこれが上限）

飛

40%

60%

高齢歩行者

0%

20% 歩行者全体

幼児・児童歩行者

12
自動停止可能速度

3.事故分析 高齢歩行者の事故（被害軽減ブレーキの効果）

 死傷事故の結果

死傷事故30km/h 40km/h 60km/h 75km/h120km/h
〈事故削減割合〉
数値が低いのはそもそも

自動停止可能速度（現状は30～40km/h）

死傷事故30km/h 40km/h 60km/h 75km/h120km/h
高齢歩行
者 2.6% 9.5% 37.6% 41.3% 41.3%
歩行者全

・数値が低いのはそもそも
直進事故が少ない。

歩行者全
体 10.4% 15.6% 31.1% 33.1% 33.3%
幼児・児

・児童は低速での事故が
多め。

童歩行者 15.8% 21.0% 24.0% 24.0% 24.0%

40%
50% 死傷事削減割合（直進事故は42％でこれが上限）

10%
20%
30%
40%

高齢歩行者

歩行者全体
0%

10% 歩行者全体

幼児・児童歩行者

13
自動停止可能速度

3.事故分析 高齢歩行者の事故（被害軽減ブレーキの効果）

 分析結果まとめ
〈事故削減割合〉〈事故削減割合〉

１）高齢歩行者死亡事故の6.5～24.5％を削減。
歩行者全体でも約10～20％とほぼ同様。
(現在市販中の自動停止可能速度30～40km/hを前提）

２）今後、自動停止可能速度が60km/hへ向上出来れば、
高齢歩行者死亡事故の61.9％が削減可能。

幼児・児童では飛出しが多い為に28.9％と少なく、
今後はステアリング回避も必要。

歩行者全体では50％が削減可能、
車両安全対策での目標1000人削減に近い大きな効果。

14

車両安全対策での目標 000人削減に近い大きな効果。
（2012年の歩行中死者1634人では817人に相当、削減率同等として概算）

4.まとめ 高齢歩行者の事故（被害軽減ブレーキの効果）

 歩行中の死者が交通手段別で最多、高齢者の比率が高い。
高齢者の傷害は大きくなりがちで｢ぶつからない｣ことが重要高齢者の傷害は大きくなりがちで｢ぶつからない｣ことが重要。

 現在市販中のものは、高齢歩行者死亡事故を6.5～24.5％削減。
自 停 能速度が な 削減 能 きな効自動停止可能速度が60km/hなら、61.9％削減可能で大きな効果。

 注目を集める被害軽減ブレーキだが歩行者検知は普及してない。 注目を集める被害軽減ブレ キだが歩行者検知は普及してない。
2020年目標にはNCAPでの競争、インセンティブや広報が必要。

国土交通省ＨＰから国土交通省ＨＰから

15      -19-



3.自転車乗用中の高齢者の自転車乗用中の高齢者の
事故分析と対策

究第 課 究員研究第１課研究員

林 祐輔林 祐輔

内 容

自転車：高齢者に欠かすことができない移動手段

高齢者の自転車乗用中における死亡事故の特徴を明・ 高齢者の自転車乗用中における死亡事故の特徴を明

らかにし、高齢者に最も現実的かつ効果的な対策を提言

する。

１ 分析で使用するデータ及び高齢者区分

２ 自転車乗用中の事故の特徴２ 自転車乗用中の事故の特徴

３ 自転車乗用中に事故に遭わない対策

４ 自転車乗用中の被害軽減対策

５ 車両側の対策

６ まとめ
1

１ 分析で使用するデータ及び高齢者区分

・ 使用するデータ

マクロ統計データ：自転車乗用中死者数、2008～2012年の合計値

ミクロ統計データ：一部（２３、２５頁）で使用

・ 高齢者を３区分して分析する。

高齢者①：６５～７４歳 （第１、２当事者の死者数：８２８人）高齢者① 歳 （第 、 当事者 死者数 人）

高齢者②：７５～８４歳 （第１、２当事者の死者数：９２８人）

高齢者③：８５歳以上 （第１、２当事者の死者数：３０８人）高齢者③：８５歳以上 （第１、２当事者の死者数：３０８人）

比較対象：２５～６４歳 （第１、２当事者の死者数：８９１人）

・ 言葉の定義・ 言葉の定義

死者割合：死傷者数に占める死者数の割合（≒亡くなり易さ）

死者割合（％）＝死者数／死傷者数×１００死者割合（％）＝死者数／死傷者数×１００

2

２ 自転車乗用中の事故の特徴

(1) 自転車乗用中死者数の年比較(1) 自転車乗用中死者数の年比較

(2) 年齢別の自転車乗用中死者割合

(3) 特徴分析①、②

(4) 高齢者の自転車事故の問題点と対策

3

(4) 高齢者の自転車事故の問題点と対策
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２-(1) 自転車乗用中死者数の年比較

・ 自転車乗用中の死者数は、高齢者が多い。
・ 時代と共に死者の高齢化が進行。

35
自 1990年

代

＊グラフは、５歳刻みの平均値（５歳：０～５歳の平均死者数）

25

30
自
転
車

1990年
2001年
2012年

20

25車
乗
用
中

2012年

高齢化

10

15中
の
死

高齢化

0

5
死
者
数 0

5 15 25 35 45 55 65 75 85 95
年齢 4

２-(2) 年齢別の自転車乗用中死者割合

・ ４０歳以降から死者割合が高くなる。
・ ６５歳以上では、死者割合が大幅に増加。

5%

6%
自
転 歳

85歳

4%

5%転
車
乗

75歳

3%

乗
用
中
の

65歳

1%

2%
の
死
者

40歳

歳

25歳

0%

1%者
割
合

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90
年齢 5

２-(3) 特徴分析① 事故類型別死者構成割合

・ 加齢に伴い出会頭事故の割合が増加。
・ 車両単独、追突の割合が減少。車両単独、追突の割合が減少。

7.5 10.6 11.0 11.0
100%

その他

4 2
5.5 

15 4 14.7 12.4 
7.8 14.0 8.5 5.5 3.6 

10.6 11.0 11.0 

80%

その他
車両単独
右左折時

2.4 2.7 
4.2 15.4 

60% 追越追抜
すれ違い

40.7 49.3 54.3 65.9 40% 出会頭

14.7 
11.5 9 9 5 2

20% 追突
正面衝突

6

5.3 2.8 2.7 1.0 
11.5 9.9 5.2 

0%
25～64歳 65～74歳 75～84歳 85歳以上

２-(3) 特徴分析② 損傷主部位別死者構成割合

・ 全年齢で、頭部損傷が大きな割合を占める。

17 2 14 5
2.9 5.3 7.8 11.4 
7.0 5.0 5.3 4.9 100%

その他
腰部

4.9 3.7 3.0 
2 9

17.2 14.5 14.2 
17.5 

80%
腰部
胸腹部
頸部

2.9 
60%

頭部
62.7 66.5 64.8 58.8 

40% 頭部

5 3 5 0 5 0

20%
複数傷害

7

5.3 5.0 5.0 4.5 0%
25～64歳 65～74歳 75～84歳 85歳以上      -21-



２-(4) 高齢者の自転車事故の問題点と対策

・ 死者の高齢化が進行
・ 加齢に伴い死者割合が増加

車両側の対策

自転車乗用中に事故
に遭わない対策

自転車乗用中の
被害軽減対策に遭わない対策 被害軽減対策

頭部損傷
割合が高い

出会頭事故の
割合が高い

8
＜自転車乗用中の高齢死者の特徴＞

３ 自転車乗用中に事故に遭わない対策
（出会頭事故の特徴分析と対策）

加齢に伴い出会頭事故の割合が増える理由を

（出会頭事故の特徴分析と対策）

加齢に伴い出会頭事故の割合が増える理由を
検討する。

(1) 法令違反別の死者割合（亡くなり易さ）
(2) 法令違反の割合（死者数の多さ）(2) 法令違反の割合（死者数の多さ）
(3) 要因分析（人的事故要因別の負傷者割合）
(4) 運転免許保有別死者数(4) 運転免許保有別死者数
(5) 出会頭事故のまとめ 9

３-(1) 法令違反別の死者割合（亡くなり易さ）

・ 加齢に伴い高齢者の死者割合が高くなる。

・ 特に「優先通行妨害」は、亡くなり易い。

30% 21.3%

20%

30%

死
者 左方優先＊広い道路が優先＊

10%

者
割
合

左方優先＊広い道路が優先＊

（＊標識が無い場合）

65 74歳
75～84歳

85歳以上0%

25～64歳
65～74歳

自転車の法令違反 10

３-(2) 法令違反の割合（死者数の多さ）

35%
・ 高齢者は、安全確認がおろそかで亡くなる人が多い。

30%

35%

年

25～64歳
65～74歳
75 84歳

20%

25%年
齢
別

75～84歳
85歳以上

15%

20%別
死
者

5%

10%の
割
合

0%

5%合

自転車の法令違反 11
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3-(3) 要因分析（人的事故要因別の負傷者割合）

・ 加齢に伴い「発見の遅れ」と「安全確認をしなかった」

割合が増加。割合が増加。

78.0% 21.7% 0.2%85歳以上

発見の遅れ 判断の誤り等 操作上の誤り等

70.3%

73.8%

29.4%

26.0%

0.2%

0.3%
65～74歳

75～84歳

65.3% 34.5% 0.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

25～64歳

0% 20% 40% 60% 80% 100%

48.6% 51.4%85歳以上

安全確認をしなかった 安全確認が不十分

41.4%
45.3%
48.6%

58.6%
54.7%
51.4%

65～74歳
75～84歳

歳以

12

38.7% 61.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

25～64歳

３-(4) 運転免許保有別死者数

・ 高齢死者の多くは、運転免許を保持していない。

1000

800

1000

自
転

女性

男性
809

74 6%

87.2%

343600

800
転
車
乗
用

男性

480
618
74.6%

115 191
341400

用
中
の

480

210

410
284

92.2%

296 289
161

277
104

466

22 211
49 15 2

73200
死
者
数

210 119 24

161 104 22
0

有 無 有 無 有 無 有 無

13

25～64歳 65～74歳 75～84歳 85歳以上

運転免許保有別

３－(5) 出会頭事故のまとめ

自転車乗用中の高齢死者の特徴

＜出会頭の死亡事故＞

死者割合が高いのは、優先通行妨害

頭 事

運転免許保有者運転免許保有者
が少ない。法令違反で多いのは、安全運転義務違反

いずれも法定ル ルに関するもの

特徴分析

いずれも法定ルールに関するもの

法定ルールに対する理解が少ない可能性
→ 安全確認不足の一因と考えられる。

非免許保有者を対象とした講習を実施する必要がある。

対策

14

（講習義務化の検討も必要）

４ 自転車乗用中の被害軽減対策

主な自転車点検項目のうち、ヘルメットと前照灯（統計上分
析 きる項 ） 効果 分析する

ヘルメットを被っているブレーキは、前後共
に効くか

析できる項目）の効果について分析する。

か

サドルの高さが適切で

に効くか

前照灯は点灯するか

(1) メ ト着用割合 死者割合

サドルの高さが適切で、
足の裏が全て地面につくかタイヤの空気は入ってい

るか

(1) ヘルメット着用割合、死者割合

(2) 前照灯の点灯割合、死者割合、効果

15

(3) 相乗効果の推計①②

(4) 提案（例示）      -23-



４-(1) ヘルメット着用割合、死者割合 （損傷主部位が頭部）

・ 死者の方が負傷者と比較してヘルメット着用割合が低い。

・ ヘルメット着用の方が非着用と比較して死者割合が低い。

9.4%10%
着用

非着用

4.65%
死者

負傷者

6.5%

6%

8%

死
者

非着用

2 5
2.9 2.7 2 53%

4%

着

負傷者

4.3%
1 8%

4.3%

4%

6%
者
割
合

2.5

1.5

2.5

2%

3%着
用
割
合

1 0%
2.2%

1 2%

4.3%
1.8%

2%

1.5

0.5

1.1
1%

合

1.0% 1.2%
0%0%

16(a) 着用割合 (b) 死者割合

４-(2) 前照灯の点灯割合、死者割合（夜間）

・ 死者の方が負傷者と比較して前照灯の点灯割合が低い。

・ 前照灯点灯の方が消灯と比較して死者割合が低い。

11.9
12%

14%
前照灯-点灯
前照灯-消灯80%

100%
死者

負傷者

8%

10%
死

前照灯 消灯

51 2
58.0

65.1 63.4
58.9

53.660%

80%

点

6.9
6.1

4%

6%

8%
者
割
合

51.2
46.2

38.6

53.6

40%
灯
割
合

0 4
2.1

3.7
0.7

2.7

2%

4%
20%

合

0.40%0%

17(a) 点灯割合 (b) 死者割合

４-(2) 前照灯の相手に与える効果（夜間）

・ 自転車の前照灯は、相手車両の運転者の前方不注意
に対して効果がでる。

4.6%
5%

前照灯点灯
前

に対して効果がでる。

4%自
転
車

前照灯消灯

2.6%2%

3%車
の
死 2.6%

1.0%
1%

2%
死
者
割
合

0.2% 0.8%
0.3%

0%

1%合

前方不注意 安全不確認 判断の誤り等
事故相手の人的事故要因 18

４-(3) 相乗効果の推計①

ヘルメット着用、夜間の前照灯点灯が普及した場合の効果を推計する。

＜もしもヘルメットを被らずに亡くなられた方が被っていたら＞

例）着用の推計死者数＝非着用の死傷者数×着用の死者割合

19 4%

20%
13.3%

19.4%

10%

15%
3.6%

7.9%
死
者

非着用・点灯
非着用・消灯5%

割
合

着用・点灯
着用・消灯0% 1.0% 2.1% 0.9% 4.4%

昼間は 前消灯点灯に含める

19

＊昼間は、前消灯点灯に含める。
＊着用・消灯については、ｎ数が少
ない
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４-(3) 相乗効果の推計②

・ 自転車乗用中の高齢死者のうち約４割の人に効果が見

られ、助かる可能性がある。られ、助かる可能性がある。

・ 基準としたヘルメット着用者・前照灯点灯者は道路交通

に対するモラルが高いと推測でき この相乗効果を出すに対するモラルが高いと推測でき、この相乗効果を出す

ためには、交通安全教育も同時に行う必要がある。

25～64歳 65～74歳75～84歳
85歳
以上

高齢者
合計以 合計

死者合計 891 828 928 308 2,064
推計死者合計 787 571 505 230 1,305推計死者合計 ,

差 104 257 423 78 759
差/死者合計 11.6% 31.1% 45.6% 25.4% 36.8%

20

者合計

＊ 前照灯及びヘルメットの調査不明データを計算から除く。

４-(4) 提案（例示）

高齢者にとって、長年の生活習慣を自分から変えること
は難しいかもしれません。

だからこそ、周りの方が大切な方の意識を自然と変えて
いく努力も必要です。

提案１ 幸せの赤いヘルメット運動（反射材付の蛍光色）

・ 還暦（60歳）のプレゼントに悩んでいませんか？還暦（ 歳） 悩 ま

・ ヘルメットをまだ持っていない方がいれば、おしゃれな
赤いヘルメットをプレゼントしてみるのはどうでしょう？

提案２ 勝手に点く点く防死運動（オートライト）

・ 加齢に伴い前照灯を点けない方が多くなります。加齢に伴い前照灯を点けない方が多くなります。

・ 面倒くさいという意見があるかもしれません。

・ 誕生日に 自動点灯する自転車用ライトをプレゼントし・ 誕生日に、自動点灯する自転車用ライトをプレゼントし
てみてはどうでしょうか？

21

５ 車両側の対策５ 車両側の対策

出会頭事故において、最低限度の被害に抑えるた
めの対策を検討するめの対策を検討する。

(1) 衝突速度・年齢別分布(ミクロデータ)
(2) 規制速度別死者構成割合(2) 規制速度別死者構成割合

(3) 事例検討（ミクロデータ）

(4) 車両側の対策のまとめ

22

(4) 車両側の対策のまとめ

５-(1) 衝突速度・年齢別分布(ミクロ統計データ)

・ 重傷事故は、衝突速度が低速度から高速度まで分散している。

・ 軽傷事故と死亡事故は、主な分布として、時速約１５ｋｍ/ｈを境に

して分かれている。

100
15k /h

90
95

自

15km/h

80
85転

車
側 左図は、1994年

70
75

側
の
年

軽傷事故

重傷事故

左図は、 99 年
～2011年のミクロ
調査４３件のデー
タを使 た

60
65齢

重傷事故

死亡事故
タを使用した。

（不明を除く）

23

0 10 20 30 40 50 60 70
衝突速度(km/h)      -25-



５-(2) 規制速度別死者構成割合

・ 規制速度が20km/hのところでは約８割以上、それ以外で

は約半数が速度超過をしているは約半数が速度超過をしている。

11 7 7 214.3 10.2 3.6 4.5 9.1 100%
第

30km/h以上超過
20k /h超過

22.0 30.0 27.9 9.1 14.3 
5.1 11.7 7.2 

9.1 
14.3 

80%
第
２
当

高
齢

20km/h超過
10km/h超過
規制速度内

57 1

30.0 
60%

当
事
者

齢
死
者
構

62.7 54.7 60.4 
72.7 

57.1 

20%

40%（
自
転

構
成
割 但し 20km/h及

14.3 
0%

20%車
）
の

割
合

但し、20km/h及
び60km/hは、n
数が少ない。

24

0%
20km/h 30km/h 40km/h 50km/h 60km/h

死亡事故を起こした第１当事者側の規制速度

５-(3) 事例検討（ミクロデータ）

事故回避限界地点

制動距離15.5m

停止距離26.5m 規制速度 60km/h
走行速度 53km/h
衝突速度 34km/h衝突速度 34km/h

8°

6°

0 4
危険認知から衝突20.0m

0.4s
6.5m

25

6.5m

５-(4) 車両側の対策のまとめ

主な分布として、衝突速度が15km/hを境として

＜高齢者が亡くなる出会頭事故＞

/
軽傷事故と死亡事故に分かれている。

死亡事故を起こした第１当事者の多くが
速度超過をしている。

・ 規制速度超過警報
規制速度の遵守

規制速度超過警報
・ 被害軽減ブレーキ

の進化・普及

自転車乗用中の高齢者は、出会頭事故において「発見の遅れ」

＜高齢者を守るため＞

26

自転車乗用中の高齢者は、出会頭事故において「発見の遅れ」
「安全確認をしていない」割合が加齢に伴い増加する。

６ まとめ

 自転車乗用中死者の高齢化、及び加齢に伴う死者割

合の増加合の増加。

 加齢に伴い、安全確認がよりおろそかになり易く、出会

頭事故の割合が増える要因の一つと考えられる。

ヘルメット着用と夜間の前照灯点灯には 死者削減に ヘルメット着用と夜間の前照灯点灯には、死者削減に

対して大きな効果がある。

 高齢者の非免許保有者に対する効果的な交通安全講

習を実施する必要がある習を実施する必要がある。

 車両側は、確実な安全確認と速度規制の遵守。

被害軽減ブレーキの進化・普及。
27
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４ 二輪車事故と高齢者４．二輪車事故と高齢者

研究部 主任研究員

松村 和典松村 和典

内容

１．研究の目的

高齢者 原付 亡事故 特徴２．高齢者の原付死亡事故の特徴

３．頭部、胸部損傷原付事故の特徴３．頭部、胸部損傷原付事故の特徴

４．事故の未然防止と被害軽減のために

５．ヘルメット着用の効果

６ 胸部プロテクタ着用の効果６．胸部プロテクタ着用の効果

７．提言

1

１．研究の目的

 二輪車の保有台数
3501,000

原

250

300

700
800
900 原

付
一
種

原
付
一
種

150

200

400
500
600 種

以
外
保

(

万
台)

種
保
有
台
数 原付 種

50

100

100
200
300 保

有
台
数

数

(

万
台

原付一種

軽二輪車

小型二輪車

原付二種
00 数) 原付 種

・原付一種は減少傾向。
・その他(原付二種以上）は横ばい

2

・その他(原付二種以上）は横ばい。

１．研究の目的

 交通手段別事故死者数推移 (24時間以内、同乗車含む以下同じ）

3 500 四輪車乗車中

2,500 

3,000 

3,500 

死
者

四輪車乗車中

二輪車乗車中

自転車乗車中

歩行中

1,500 

2,000 

,
者
数(

人)

歩行中

500 

1,000 

)

0 

・二輪車乗車中は減少傾向。
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１．研究の目的

 二輪車種別事故死者数
60 700 

原付一種乗車中

40

50 

500 

600 
構
成

死
者

小型二輪車乗車中
軽二輪車乗車中
原付二種乗車中
原付一種構成割合

30 

40 

300 

400  割
合(

％

者
数(

人)

10 

20 

100 

200 
％)

0 0 

・全二輪車種で減少傾向。
・原付一種は2009年から減少していない

4

・原付一種は2009年から減少していない。

１．研究の目的

 年齢層別事故死者数
原付一種死者数推移二輪車種別死者数 (2003年～2012年累計)

120
140
160
180

死
者
数

75歳以上

65～74歳

55～64歳800

1000

1200

死
者

40
60
80
100
120数(

人) 45～54歳

35～44歳

25～34歳
200

400

600

数(

人)

0
20
40

16～24歳
0

200

16
～

24
歳

25
～

34
歳

35
～

44
歳

45
～

54
歳

55
～

64
歳

65
～

74
歳

75
歳

以
上

16
～

24
歳

25
～

34
歳

35
～

44
歳

45
～

54
歳

55
～

64
歳

65
～

74
歳

75
歳

以
上

16
～

24
歳

25
～

34
歳

35
～

44
歳

45
～

54
歳

55
～

64
歳

65
～

74
歳

75
歳

以
上

16
～

24
歳

25
～

34
歳

35
～

44
歳

45
～

54
歳

55
～

64
歳

65
～

74
歳

75
歳

以
上

小型二輪車 軽二輪車 原付二種 原付一種小型二輪車 軽二輪車 原付二種 原付一種

・原付一種は高齢者の死者も多く2009年以降減少していない。

原付一種高齢者事故の特徴を調べ
未然防止と被害軽減の方策を考える。

5

未然防止と被害軽減の方策を考える。

２．高齢者の原付死亡事故の特徴

 死亡事故はいつ起きているのか（月別）
原付一種年齢層別死者数(2003年～2012年累計以下同じ)原付 種年齢層別死者数(2003年 2012年累計以下同じ)

450
500

死

300
350
400死

者
数(

人
64歳

150
200
250

人)

以下

65歳

0
50
100 以上

1月から7月にかけ増加傾向 その後横ばい

0

6

・1月から7月にかけ増加傾向、その後横ばい。

２．高齢者の原付死亡事故の特徴

 死亡事故はいつ起きているのか（曜日別）

600

700

800

死
者

400

500

600者
数(

人)

64歳

以下

200

300
65歳

以上

0

100

日 月 火 水 木 金 土

・土･日曜日は少なく、木曜日を除く平日が多い。

日 月 火 水 木 金 土

7
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２．高齢者の原付死亡事故の特徴

 死亡事故はいつ起きているのか（時刻別）

250
300 
350 

死
者

150 
200 
250 者

数(

人)

64歳

以下

0 
50 
100  65歳

以上

時刻

・午前10時11時台が多い

8

２．高齢者の原付事故の特徴

 ちなみに負傷事故はいつ起きているのか（時刻別）

9 

6 
7 
8 

負
傷
者 歳

2
3 
4 
5 者

数(

万
人

64歳

以下

65歳

0 
1 
2 人) 65歳

以上

時刻

・高齢者は負傷事故も午前10時11時台が多い。

その他の年齢層は午前8時と午後5時の通勤通学時間

時刻

9

・その他の年齢層は午前8時と午後5時の通勤通学時間。

２．高齢者の原付死亡事故の特徴

 何のために走行（通行目的別）

800

500
600 
700 
800 

死
者 64歳

200
300 
400 
500 数(

人)

64歳

以下
65歳

以上

0 
100 
200 

職業出退登学下観飲買訪送通帰

以上

職
業
運
転

業
務
目
的

出
勤

退
社

登
校

学
業
中

下
校

観
光
・
娯
楽

飲
食

買
物

訪
問

送
迎

通
院

帰
省

・訪問、買い物、通院のために移動が多い。

業務 的通行中も多

10

・業務目的通行中も多い。

２．高齢者の原付死亡事故の特徴

 どこで（道路形状別）

3 000

2,000 
2,500 
3,000 

死
者 64歳

500 
1,000 
1,500 

者
数(

人)

64歳

以下

65歳

以上
0 

交
差
点

交
差
点

単
路(

カ
ー
ブ

橋ト
ン
ネ

踏
切

以上

点点
付
近

(

直
線
等)

ブ
屈
折

ネ
ル

・交差点が多い。

交差点 単路
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２．高齢者の原付死亡事故の特徴

ど な 事 類 どのような(事故類型別)
2 500

2,000 

2,500 

死
者 64歳

1,000 

1,500 数(

人)

以下

65歳

以上

0 

500 

路転

以上

出
会
い
頭

右
折
時

正
面
衝
突

追
突

左
折
時

路
外
逸
脱

転
落･

転
倒

電
柱･

標
識
等

・出会い頭事故が多い。

･倒

12

２．高齢者の原付死亡事故の特徴
なぜ(人的事故要因別) なぜ(人的事故要因別)

2,500 

1 500

2,000 
死
者
数

64歳

1,000 

1,500 数(

人)

歳

以下

65歳

以上

0 

500 

安前操交認動予

以上

安
全
不
確
認

前
方
不
注
意

操
作
不
適

交
通
環
境

認
識
誤
り

動
静
不
注
視

予
測
不
適

・安全の不確認が多い。

認意 視

13

２．高齢者の原付死亡事故の特徴

 体のどこを損傷(人身損傷主部位別)
2,500 

1 500

2,000 死
者
数

64歳

1,000 

1,500 数(

人)

以下

65歳

以上

0 

500 
以上

頭
部

頸
部

胸
部

腹
部

腕
部

脚
部

多
数
部

・頭部・胸部が多い。

14

２．高齢者の原付死亡事故の特徴

 まとめ
 死者数は、1月が最も少なく8月以降横ばい。

 土･日曜日は少なく、木曜日を除く平日が多い。

 午前10時11時台の昼間が多い。午前 時 時台 昼間 多 。

 通行目的は買い物、訪問、通院が多い。

 交差点における出会い頭事故が多い。交差点における出会い頭事故が多い。

 人的事故要因は、安全不確認が多い。

 人身損傷主部位は、頭部、胸部、が多い。 人身損傷主部位は、頭部、胸部、が多い。

死者数の多い損傷主部位である頭部、胸部損傷原付
事故に ついてさらに詳しく調べる。

15
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３．頭部、胸部損傷原付死亡事故の特徴

 原付一種損傷主部位別死者数推移(全年齢)
400

300

350

400

死
者

頭部

胸部

200

250
者
数(

人)

胸部

腹部

頸部

50

100

150 脚部

腕部

0

50

・頭部損傷死者数は大幅な減少傾向。

胸部損傷 者数 減少幅 少な

16

・胸部損傷死者数の減少幅は少ない。

３．頭部、胸部損傷原付死亡事故の特徴

250 250

 年齢層別損傷主部位別死者数推移

歳 上 者数推移

150

200死
者
数(

頭部 150

200死
者
数(

人

頭部

64歳以下死者数推移 65歳以上死者数推移

50

100
人) 胸部

50

100
人) 胸部

0 0

・胸部損傷死者数は減少していない。

・2012年の胸部損傷死者数は増加し高齢者では頭部損傷死者数に2012年の胸部損傷死者数は増加し高齢者では頭部損傷死者数に

迫る。

胸部損傷事故の死者数低減が課題

17

胸部損傷事故の死者数低減が課題。

３．頭部、胸部損傷原付死亡事故の特徴

 事故類型別死者数 (2003年～2012年累計）

1,800
2,000 

64歳以下 1 000
1,200 

64歳以下

800 
1,000 
1,200 
1,400 
1,600 
1,800 

死
者
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400 
600 
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正
面
衝
突

追
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時

路
外
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脱

工
作
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そ
の
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い
頭

右
折
時

正
面
衝
突

追
突

左
折
時

路
外
逸
脱

工
作
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電

そ
の
他

人)

人
対
車
両

車
両
相
互

車
両
単
独

そ
の
他

人
対
車
両

車
両
相
互

車
両
単
独

そ
の
他

頭部 胸部

突 脱‐

転
落‐

転
倒

電
柱
等

突 脱‐

転
落‐

転
倒

電
柱
等

頭部 胸部

・死者が多い事故類型は車両相互事故の出会い頭事故。

・高齢者は正面衝突や車両単独、工作物等の死者数は少ない。

18

３．頭部、胸部損傷原付死亡事故の特徴

身加害部位 者数構成割合 人身加害部位別死者数構成割合 (2003年～2012年累計）

その他

自動車以外の

車両等・列車

2%
自動車以外の

車両等・列車

工作物

3%

路面

54%

自動車

38%

工作物

2%

4%

自動車

56%

路面

30%

その他

8%

3%

65歳以上頭部 65歳以上胸部65歳以上頭部 65歳以上胸部

その他

4%

自動車以外の

車両等・列車

1%

その他

3%

自動車以外の

車両等・列車

3%

自動車

45%

路面

41%

工作物

9%

自動車

61%
路面

21%

工作物

12%

64歳以下頭部 64歳以下胸部

41%

19

・頭部加害部位は路面が多い。 胸部加害部位は自動車が多い。
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３．頭部、胸部損傷原付事故の特徴

 人身加害部位別事故件数構成割合(ミクロ調査より)
(2003年～2012年累計）(2003年 2012年累計）

自動車

電柱等

5%
その他

9%

電柱等

6%

路面
不明

20%

12%

自動車

38%

不明

9%

路面

63%
20%

路面

38%

頭部加害部位(全年齢死傷事故41件) 胸部加害部位(全年齢死傷事故34件)

・ミクロ調査でも胸部の加害部位は頭部より自動車が多い。

・二輪車ハンドル フロントパネル ドアミラー等突起形状部位が多い

20

・二輪車ハンドル、フロントパネル、ドアミラ 等突起形状部位が多い。

３．頭部、胸部損傷原付死亡事故の特徴

 危険認知速度別死者数構成率

45
50  65歳以上

25
30 
35 
40 
45 

死
者
数

64歳以下

5 
10 
15 
20 
25 

構
成
率(

％ 0 ％)

頭部 胸部

・～30km/hが最も高齢者の死者数構成率は高い。

30km/h以下で高齢者の死者構成率は他年齢層より高い

21

・30km/h以下で高齢者の死者構成率は他年齢層より高い。

３．頭部、胸部損傷原付死亡事故の特徴

 危険認知速度別死者割合
60  65歳以上

死者割合＝

死者数/死傷者数×100(%)
30 
40 
50 

死
者
割

64歳以下

危険認知速度20km/h超～30km/hの死者割合(%)

0 
10 
20 

割
合(

％)

損傷部位 64歳以下 65歳以上
胸部 0.8 3.4
頭部 2.1 7.3

速度が高くなると死者割合は高くなる

頭部 胸部

・速度が高くなると死者割合は高くなる。

・高齢者は他年齢層に比べ低速で死者割合が高い。

部 倍 胸部 倍 あ

22

～30km/hの頭部は3.4倍、胸部は4.1倍である。

３．頭部、胸部損傷原付死亡事故の特徴

 損傷主部位の状態

800

1000

1200

死

64歳以下

65歳以上

400

600

800
者
数(

人)

0

200

切骨内捻脱裂切骨内捻脱裂切
断

骨
折

内
臓
破
裂

捻
挫

脱
臼

裂
・挫
・擦
過
・

打
撲
傷

切
断

骨
折

内
臓
破
裂

捻
挫

脱
臼

裂
・挫
・擦
過
・

打
撲
傷

頭部 胸部頭部 胸部頭部 胸部

・胸部損傷死者数が多いのは内臓破裂、骨折である。

頭部 胸部

23
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３．頭部、胸部損傷原付死亡事故の特徴

 まとめ
 頭部損傷事故死者数は、損傷部位別では最多。この10年間減少傾向。頭部損傷 数 、損傷部 最多 減 傾

 胸部損傷事故死者数は、頭部についで多くかつ減少幅が少ない。

2012年には胸部損傷死者数が増加し高齢者は頭部損傷死者数に迫る。

 死者数が多い事故類型は、車両相互事故の出会い頭事故。

 人身加害部位は、頭部損傷事故死者数が多いのは路面であるが胸部

損傷事故では自動車が多く 輪車 ンドル 四輪車 ントパネル損傷事故では自動車が多く、二輪車ハンドル、四輪車フロントパネル、

ドアミラーなど突起形状の物。

 高齢者の胸部及び頭部損傷事故死者数が多い危険認知速度は30km/h 高齢者の胸部及び頭部損傷事故死者数が多い危険認知速度は30km/h
以下。

 高齢者は他年齢層に比べ死者割合が高い。

 胸部損傷事故の損傷主部位の状態別で死者数が多いのは内臓破裂、

骨折。

24

４．事故の未然防止と被害の軽減

 高齢原付ライダー事故未然防止のポイント

買い物、訪問、通院時には交差点での安全確認を励行

出会い頭事故回避がポイント！頭事 回

高齢原付ライダ 事故被害軽減のポイント 高齢原付ライダー事故被害軽減のポイント

①ヘルメットや②胸部プロテクタなどの保護具を装着①ヘルメットや②胸部プロテクタなどの保護具を装着

高齢者は胸部損傷死者数も多いので胸部プロテクタの

有用性が期待出来ると考えられる有用性が期待出来ると考えられる

積極的にボディプロテクタを装着し自体防御がポイント！

25

５．ポイント①ヘルメット着用の効果

 ヘルメット着用別死者割合 (2003年～2012年累計）

8.1 9.0 
歳以上 7.5 

6.0
7.0 
8.0 

死
者

65歳以上

64歳以下

全年齢

2 5
2.9 

4.0 
5.0 
6.0 者

割
合(

全年齢

1.2 

0.2

2.0 2.1 

0.3 

2.5 

1.0 
2.0 
3.0 ％)

0.2 
0.0 

着用(離脱なし) 非着用 着用(離脱)

・ヘルメットを正しく着用する事は被害軽減に有効。

高齢者は非着用や離脱時の死者割合も高い

26

・高齢者は非着用や離脱時の死者割合も高い。
非着用者が着用(離脱なし)→65歳以上78人、全年齢284人/10年間死者低減

６．ポイント②胸部プロテクタ着用の効果

 ダミーによる胸部衝撃試験例 （JARI による試験)

ガイド装置（リリ ア ム）市販の胸部 ガイド装置（リリースアーム）市販の胸部
プロテクタ

衝撃の方向

 
ガイドワイヤ (８本） 突起( 本） 突起

インパクタ

平面

インパクタ

27

イン クタ
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６．ポイント②胸部プロテクタ着用の効果

 インパクタ衝突の様子

プロテクタ無し プロテクタ無しプロテクタ有り プロテクタ有り

（衝突速度6.71m/s 約24km/h)

プロテクタ無し プロテクタ無しプロテクタ有り プロテクタ有り

平面インパクタ 突起インパクタ

28

６．ポイント②胸部プロテクタ着用の効果

 最大胸部変位比較

効果
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無し
胸
部
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m
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胸
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0

0 50 100 150

Time [ms]

( )

時間(ms)

0
0 50 100 150

Time [ms]

( )

時間(ms)

突起インパクタ平面インパクタ
(mm)

インパクタ形状 無し 有り 効果

プロテクタ

インパクタ形状 無し 有り 効果
平面インパクタ 70.2 58.9 11.3
突起インパクタ 68.5 58.1 10.4

この試験例では胸部変位は10mm程度減少

29

この試験例では胸部変位は10mm程度減少

６．ポイント②胸部プロテクタ着用の効果

 胸部変位から求めたAIS3+傷害発生確率
100 100
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傷
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確
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プロテクタ有り40%
プロテクタ有り36%
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30A
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3
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30A
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3+

A
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3
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部
傷

A
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3
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0
0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 

胸部変位 (mm)

0
0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 

胸部変位 (mm)
胸部変位 (mm) 胸部変位 (mm)

(％)

インパクタ形状 無し 有り 効果

プロテクタ

平面インパクタ 突起インパクタ

半分程度にインパクタ形状 無し 有り 効果
平面インパクタ 87 40 47
突起インパクタ 83 36 47

30

半分程度に

減少

７．提言

 高齢の方が原付で買い物などに出掛ける時には、
ヘルメットや胸部プロテクタを正しく着用してヘルメットや胸部プロテクタを正しく着用して

交差点での安全確認を励行して走行しましょう。

安価で高性能かつ ンパクトな胸部プロテクタの 安価で高性能かつコンパクトな胸部プロテクタの
開発や販売推進、ライダー各位の積極的装着が
今後さらに期待されます。

31
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５．高齢者の自動車事故

研究部 主任研究員 石井 義純

研究員 田仲 元樹研究員 田仲 元樹

背景①

6

●人口10万人当りの交通事故死者数の年次推移

交通手段別死者数の年齢差の比較（65歳以上- 64歳以下）

5

6

の
差

） 歩行中

3

4

の
死

者
数

の

6
4
歳

以
下

自動車乗車中自転車乗車中

歩行中

1

2

万
人

当
り

の

歳
以

上
－

6 自動車乗車中自転車乗車中

0

1

人
口

1
0
万

（
6
5
歳

二輪車乗車中

原付乗車中

-1
01年 02年 03年 04年 05年 06年 07年 08年 09年 10年 11年 12年

二輪車乗車中

1

自動車乗車中だけ65歳以上の死者数減少量が
64歳以下より少ない。

背景②

●人口10万人当りの自動車乗車中死者数の年次推移

：年齢&座席位置別2.5 
：65歳以上

運転席

2.0 

者
数

運転席

助手席

：65歳以上

：64歳以下

1.5 

当
リ

の
死

者

後席

運転席

1.0 1
0
万

人
当

死者数低減は顕著だが
死者数が多い

0 5

人
口

年齢による傾向差は無し

助手席助手席

0 0

0.5 

65歳以上の死者数に
後 席

後 席

2

0.0 
01年 03年 05年 07年 09年 11年

歳以 の死者数に
低減傾向無し

後 席

◎本日の発表内容

●高齢自動車乗員の中で死者数が多い運転席及び、
死者数が横ばい状態である後席の状況について報告

対象者：普通乗用、軽乗用、軽貨物 乗員

●報告テーマ

（１）高齢運転者の死亡要因の分析（１）高齢運転者の死亡要因の分析

主任研究員 石井 義純

（２）後席同乗中の高齢死者の傷害状況の分析

研究員 田仲 元樹
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（１）高齢運転者の死亡要因の分析

研究部 主任研究員

石井 義純石井 義純

（参考）本発表で使用する言葉の定義

・高齢者 ６５歳以上

・死者割合 (死者数/死傷者数)×100（％）

ﾍﾞﾙﾄ着用者数/（ﾍﾞﾙﾄ着用者数＋ﾍﾞﾙﾄ非
・シートベルト着用割合*1 ﾍ ﾙﾄ着用者数/（ﾍ ﾙﾄ着用者数＋ﾍ ﾙﾄ非

着用者数）×100（％）

・エアバッグ装備割合*1 ｴｱﾊﾞｯｸﾞ装備車両数/(ｴｱﾊﾞｯｸﾞ装備車両数エアバッグ装備割合
(運転席）

ｴｱﾊ ｯｸ 装備車両数/(ｴｱﾊ ｯｸ 装備車両数
＋ｴｱﾊﾞｯｸﾞ非装備車両数）×100（％）

・車両使用割合*1 対象車両使用数/全車両使用数×100（％）車両使用割合 対象車両使用数/全車両使用数×100（％）

・旧規格車使用割合*1 旧規格車両数/(旧規格車両数＋新規格
車両数)×100（％）

*1：集計対象：人身事故を起こした1当運転者あるいは乗車車両

車両数)×100（％）

・死傷者割合 死傷者数/人身事故者数×100（％）

*1：集計対象：人身事故を起こした1当運転者あるいは乗車車両

5

１：高齢運転者の死亡事故の特徴①

死者数 死者割合

●当事者別での死者数＆死者割合：高齢者（全運転者）

4%

5%

2000

2500
死者数 死者割合

死者数＆死者割合

2%

3%

1000

1500

者
割

合

死
者

数

死者数＆死者割合
共に突出

1%

2%

500

1000 死

死

0%

第１当事者 第２当事者 第３当事者

0

＊死者割合：死者数/死傷者数×100（％）

（08年～12年ﾃﾞｰﾀ）

6

・高齢運転者は死者数＆死者割合共に第1当事者が突出して多い

１：高齢運転者の死亡事故の特徴②

12

●免許保有者10万人当たりの死者数の年次推移

：年齢別（1当運転者）

10 

12 

た
り

の

数

6

8 

0
万

人
当

た

者
の

死
者

数

75歳以上

4 

6 

許
保

有
者

1

1
当

運
転

者
死者数差65～74歳

45～64歳

0

2 免
許 約5倍

18～44歳

0 
01年 02年 03年 04年 05年 06年 07年 08年 09年 10年 11年 12年

者数 減少量 年齢差 無 が 数 高齢者が多

7

・死者数の減少量に年齢差は無いが、人数は高齢者が多い
・75歳以上と他の年齢層では死者数に約５倍の差がある
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１：高齢運転者の死亡事故の特徴③

●交通事故発生件数の推移：年齢別（１当運転者）

～免許保有者10万人当たりの人身事故を起こした人数～

1200

1400

当
り

の

人
数

75歳以上
18～44歳

800

1000

１
０

万
人

当

起
こ

し
た

人

65～74歳

400

600

許
保

有
者

１

身
事

故
を

65～74歳

45～64歳

0

200免
許

人
身

01年 02年 03年 04年 05年 06年 07年 08年 09年 10年 11年 12年

減少量は高齢になる程少なくなる傾向は見られるが

8

・減少量は高齢になる程少なくなる傾向は見られるが、
人数には傾向は無く、年齢差による明確な差は無い

１：高齢運転者の死亡事故の特徴④

●死者割合の年次推移：年齢別（1当運転者）
7% 近年

増加傾向
75歳以上

5%

6%
増加傾向

6 4歳

3%

4%

者
割

合

65～74歳

高齢に
なる程

1%

2%死
者

なる程
高い

45～64歳

0%

1%

01年 02年 03年 04年 05年 06年 07年 08年 09年 10年 11年 12年

18～44歳

45 64歳

01年 02年 03年 04年 05年 06年 07年 08年 09年 10年 11年 12年

・死者割合は高齢になる程高い

＊死者割合：死者数/死傷者数×100（％）

9

・死者割合は高齢になる程高い
・高齢運転者の死者数低減には死者割合の低減対策が必要

２：高齢運転者の死亡要因分析手法

●なぜ高齢者は死者割合が高いのか？

・身体的要因
・高齢者は、骨格や筋肉の強度が低下
・事故時の衝撃に身体が耐えられずに死亡

事実ではあるが、対策困難

●もっと高齢者本人や周辺他者が実践できる対策は無いか?

・高齢運転者の運転環境を調査し、特有要因の有無を抽出
①検討項目：使用車両（車種種類、車両年式）

安全装置の装備状況（シートベルト、エアバッグ）
②調査対象 第１当事者(年齢層 ４区分）

10

②調査対象：第１当事者(年齢層：４区分）
普通乗用、軽乗用、軽貨物、軽トラック

３：運転者の死亡要因抽出①

●車両種類別での死者割合の比較：年齢別（1当運転者）

７５歳以上の

6%

8%

歳以 の
軽トラック

運転者が最大

75歳以上

4%

6%

死
者

割
合

45～64歳

65～74歳
75歳以上

0%

2%

死
18～44歳普通

乗用
軽

乗用
軽

貨物
軽

ﾄﾗｯｸﾄﾗｯｸ

・死者割合は年齢に関係無く 普通乗用<軽乗用

＊死者割合：死者数/死傷者数×100（％） （08年～12年ﾃﾞｰﾀ）

11

・死者割合は年齢に関係無く、普通乗用<軽乗用
<軽貨物<軽トラックの順に高くなる
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３：運転者の死亡要因抽出②

●車両年式の新旧差での死者割合比較：年齢&車種別（1当運転者）

格 ＞
～軽自動車における新旧規格車での比較～

10%

旧規格車 新規格車＞
1.3～2.4倍

新規格車
全体に
高い

6%

8%

10%

合

新規格車
‘98年10月以降の軽自
(新型車)の車両ｻｲｽﾞ
の規格拡大に伴い

高い

2%

4%

6%

死
者

割
合

衝突安全基準も強化
（登録車と同基準）

歳

45～64歳
65～74歳
75歳以上

0%

2%

軽 軽 18～44歳
軽

乗用
軽

貨物
軽

ﾄﾗｯｸ
軽

乗用
軽

貨物
軽

ﾄﾗｯｸ
＊死者割合：死者数/死傷者数×100（％） （08年～12年ﾃﾞｰﾀ）

12
・旧規格車は車両種類、年齢に関係無く死者割合が高い

＊死者割合：死者数/死傷者数×100（％） （08年～12年ﾃ ｰﾀ）

３：運転者の死亡要因抽出③

●シーベルト着用有無での死者割合比較：年齢&車種別（1当運転者）

非着用 着用＞

30%

7～30倍

10%

20%

死
者

割
合

レベル差

大

65 74歳
75歳以上

0%

10%

普通 軽

死

18～44歳
45～64歳

65～74歳普通

乗用
軽

乗用
軽

貨物
軽

ﾄﾗｯｸ
普通

乗用
軽

乗用
軽

貨物
軽乗用

貨物
軽

ﾄﾗｯｸ

＊死者割合：死者数/死傷者数×100（％） （08年～12年ﾃﾞｰﾀ）

13

・シートベルト非着用者の死者割合は非常に高い
・車両種類別での死者割合は同レベル

３：運転者の死亡要因抽出④

●安全装置の装備有無での死者割合比較：年齢&車種別（1当運転者）

装備無 装備有

～前面衝突事故におけるシートベルト着用時でのエアバッグの効果～

＞

6%

装備無 装備有＞
１～4倍

4%

合

差が顕著

0%

2%

死
者

割
合

18～44歳
45～64歳

65～74歳
75歳以上

普通

乗用
軽

乗用
軽

貨物
軽

ﾄﾗｯｸ
普通

軽 18 44歳ﾄﾗｯｸ
乗用

軽

乗用
軽

貨物
軽

ﾄﾗｯｸ
＊死者割合：死者数/死傷者数×100（％） （08年～12年ﾃﾞｰﾀ）

14

・ｴｱﾊﾞｯｸﾞ非装備車は車両種類、年齢に関係無く死者割合が高い
・ｴｱﾊﾞｯｸの効果は軽貨物＆軽ﾄﾗｯｸが顕著

３：運転者の死亡要因抽出⑤

●1当運転者の死亡要因まとめ

下記の運転環境条件で死者割合は高くなる（年齢に関係無し）

１．車両種類：トラック＞貨物＞乗用 , 軽自＞普通

下記の運転環境条件で死者割合は高くなる（年齢に関係無し）

２．車両年式：旧規格車＞新規格車（１.３～２.４倍）

３．安全装備：シートベルト・・・非着用＞着用（７～３０倍）

アバ グ 無＞有(1 倍）エアバッグ ・・・無＞有(1～４倍）

＊但し、シートベルト着用が前提
寄与大

15
・高齢運転者の実態について検証
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４：高齢運転者による死亡事故の実態検証①

１）車両種類：年齢別での使用割合比較（1当運転者）

高い
60%

合

高い

20%

40%
14.9%

使
用

割
合

45～64歳
65～74歳
75歳以上

0%

20%

1 7%

車
両

使

18～44歳普通

乗用
軽

乗用
軽

貨物
軽

ﾄﾗｯｸ

1.7%

ﾄﾗｯｸ

年齢に関係無く普通乗用の使用割合が高い

＊車両使用割合：対象車両使用者数/全車両使用者数×100（％） （08年～12年ﾃﾞｰﾀ）

16

・年齢に関係無く普通乗用の使用割合が高い
・高齢者になる程軽貨物（特に軽トラック）の使用割合が高い

４：高齢運転者による死亡事故の実態検証②

２）車両年式：旧規格車両の年齢&車種別使用状況（1当運転者）
～軽自動車における旧規格車の使用割合比較～

30%

40% 33.0%

割
合

75歳以上

20%
11.2%

25.3%

格
車

使
用

割

18～44歳

45～64歳
65～74歳
75歳以上

0%

10%

旧
規

格

18～44歳
軽

乗用
軽

貨物
軽

ﾄﾗｯｸ

＊旧規格車使用割合：旧規格車両数/（旧規格車両数＋新規格車両数）×100（％）

（08年～12年ﾃﾞｰﾀ）

17

・高齢者になる程、旧規格車の使用割合が高い
・軽乗用＜軽貨物＜軽トラックの順に旧規格車の使用割合が高い

４：高齢運転者による死亡事故の実態検証③

3)安全装備①:シートベルト着用割合の年齢&車種別比較

（1当運転者）

100%

割
合

99.2%

96%

98%

97.8%

ﾍ
ﾞﾙ

ﾄ着
用

割

96.1%

45～64歳

65～74歳
75歳以上

94%

普通

ｼ
ｰ

ﾄﾍ

18～44歳
普通

乗用
軽

乗用 軽

貨物 軽

ﾄﾗｯｸ

高齢者 な 程 ベ 着 割合が低

ﾄﾗｯｸ

＊シートベルト着用割合：ﾍﾞﾙﾄ着用者数/(ﾍﾞﾙﾄ着用者数＋ﾍﾞﾙﾄ非着用者数)×100（％）

（08年～12年ﾃﾞｰﾀ）

・高齢者になる程、シートベルト着用割合が低い

・普通＞軽自，乗用＞貨物＞軽トラックの順に着用割合が低い 18

４：高齢運転者による死亡事故の実態検証④

グ３）安全装備②：エアバッグの装備割合の年齢&車種別比較

（1当運転者）

80%

100% 91.0%

備
割

合

75歳以上

60%

80%

52.7%

ｱ
ﾊ

ﾞｯ
ｸ
ﾞ装

1 歳

45～64歳

65～74歳
75歳以上

40%

普通
軽

64.9%

ｴ
ｱ

18～44歳
普通

乗用
軽

乗用 軽

貨物 軽

ﾄﾗｯｸﾄﾗｯｸ

＊ｴｱﾊﾞｯｸﾞ装備割合(運転席）：ｴｱﾊﾞｯｸﾞ装備車両数/(装備車両数＋非装備車両数)×100（％）

高 バ グ 割 が

（08年～12年ﾃﾞｰﾀ）

19

・高齢になる程、エアバッグ装備車両割合が低い

・普通＞軽自，乗用＞貨物＞軽トラックの順に装備車両割合が低い      -39-



５：まとめ

●高齢運転者の特徴（１当運転者）

①死者数の減少量に年齢差は無いが 人数は高齢者が多い
全般

①死者数の減少量に年齢差は無いが、人数は高齢者が多い
＊免許保有者１０万人当りの死者数

②死者割合は高齢になるほど高い

使用
車両

①旧規格車(旧型車両）の使用割合が高い
②軽トラックの使用割合が高い*1車両 ②軽トラックの使用割合が高い

安全
装備

①シートベルトの着用割合が低い
②安全装置（エアバッグ）の装備割合が低い装備 ②安全装置（エアバッグ）の装備割合が低い

*1：軽ﾄﾗｯｸ運転者はﾍﾞﾙﾄやｴｱﾊﾞｯｸﾞの着用（装備）割合が低く、死者割合が高い

運転環境 死者割合を高く
20

・高齢運転者は運転環境により死者割合を高くしている

６：提言

●高齢運転者に期待すること

・年齢による身体的に不利な要因をカバーするため、

安全に対する意識をもっと高め自ら行動、実践する。

①ｼｰﾄベルトの確実な着用

②車両購入時の車種選定（年式や安全装備の選択等）

尚、軽トラック運転者は特に死者割合が高いため、

より確実な実践が必要

⇒僅かな距離でも確実にベルトの着用を心掛ける

●自動車メーカーに期待すること

①貨物車へのシートベルト・リマインダ*1の採用

②新たな安全装置の開発

21
＊1：シートベルト非着用時警報装置

６：提言～参考①～

プ●シートベルト着用者割合アップによる死者数低減の試算

～軽トラック（高齢：１当運転者）の場合～
９４人

ベルト着用割合を44
80

100

数

ﾍﾞﾙﾄ
着用

９４人

５３人

▲４４%

２.９％アップすると、
死者数は９４人⇒５３人
と４４％低減する50

44

45
40

60

死
者

数

ﾍﾞﾙﾄ

着用 ５３人

50 と４４％低減する50

8

45

0

20非着用

現 状 ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ

50

8

シートベルト着用割合 ９６．５％ ９９．４％*1

ｼｰﾄﾍﾞﾙﾄ 死者割合 ２９.６％

ﾍﾞﾙﾄ着用割合の差は２.９％と

僅かだが、高齢者はﾍﾞﾙﾄ

現 状 ﾚﾍ ﾙｱｯﾌ

非着用者 死傷者割合 ５４.０％

ｼｰﾄﾍﾞﾙﾄ
着用者

死者割合 ３.７％

死傷者割合 １３ ８％

僅かだが、高齢者は ﾙﾄ
非着用時の死傷者及び
死者割合が高い為、死者
数低減 効果は非常 高

22

着用者 死傷者割合 １３.８％ 数低減の効果は非常に高い

＊死傷者割合：死傷者数/人身事故者数×100（％）
＊死者割合 ：死者数/死傷者数×100（％）

（2012年ﾃﾞｰﾀ）＊1：普通乗用（45歳～64歳）のベルト着用割合

６：提言～参考②～

●シートベルト着用有無での死者割合の年次推移（１当運転者）
35%

18～44歳

30%

歳
45～64歳
65～74歳 75歳以上の

人身事故では

20%

25%

合

３人中１人が
死亡

15%
死

者
割

合

10% ベルト非着用者
の死者割合は

増加を続
：ベルト着用

：ベルト非着用

0%

5% 増加を続けている
： ルト着用

23

01年 03年 05年 07年 09年 11年

＊死者割合：死者数/死傷者数×100（％）
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(2)後席同乗中の高齢死者の( )後席同乗中の高齢死者の
傷害状況の分析

研究部研究員

田仲 元樹田仲 元樹

発表内容

１ 背景と目的１．背景と目的

２ 後席同乗中の高齢死者の２．後席同乗中の高齢死者の

傷害状況の分析傷害状況の分析

３ まとめ３．まとめ

４．（参考） 死者数削減予測４．（参考） 死者数削減予測

1

1-1 後席乗員の死者の概要

 後席乗員の死者数推移

18 64歳

160
180
200 18-64歳

65歳以上
2008年6月
後席 着 義務

100
120
140
160

後席ベルト着用義務化
死
者
数
（

40
60
80

100（
人
）

0
20
40

高齢者 後席死者数横ばい（2008年以降 非高齢者と逆転）

02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12（年）

2

高齢者：後席死者数横ばい（2008年以降、非高齢者と逆転）

1-1 後席乗員の死者の概要

 後席乗員の死者に占めるシートベルト着用割合

18 64歳

80.0
90.0

100.0 18-64歳

65歳以上
2008年6月
後席 着 義務ベ

50 0
60.0
70.0
80.0

後席ベルト着用義務化ベ
ル
ト
着
用

20 0
30.0
40.0
50.0用

割
合
（％

0.0
10.0
20.0）

高齢者 後席死者に占めるシ トベルト着用割合が高い

02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12（年）

3

高齢者：後席死者に占めるシートベルト着用割合が高い
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1-2 目 的

 後席同乗中の高齢死者は、10年間ほぼ横ばい。

また シ ベ 着用 者数は年 増加また、シートベルト着用の死者数は年々増加

傾向である。傾向である。

⇒ 後席同乗中の高齢死者の傷害状況を

明らかにして、今後の車両安全対策の

資料とする資料とする。

4

2 後席同乗中の高齢死者の分析

【分析対象データ】

交通事故統合デ タ（マクロデ タ） 交通事故統合データ（マクロデータ）

期間：推移は2002年-2012年（シートベルト着用不明者除く）

分析は2008年 2012年の5年間の累計分析は2008年-2012年の5年間の累計

対象：普通乗用、軽乗用、軽貨物乗車中の後席乗員

歳 （非高齢者） 歳 上（高齢者） 分け 分析

 分析項目

18-64歳以下（非高齢者）、65歳以上（高齢者）に分けて分析

1．シートベルト着用有無別

2．車両の衝突部位別 損傷主部位の傷害発生

3．衝突前後の車両速度差別

※死者割合 各項目の死者数/各項目の死傷者数 100 とする

損傷主部位の傷害発生
状況の違いを分析

5

※死者割合=各項目の死者数/各項目の死傷者数×100 とする。
（例）衝突部位別 前面の死者割合=前面の死者数/前面の死傷者数×100

2-1 シートベルト着用有無別
年 均

 後席乗員の死者割合
2008-2012年の平均

1.41 
1.4

1.6

0.81 
0 8

1

1.2
死
者
割
合

0.6倍

11 4倍

0.37 0.4

0.6

0.8合
（％
） 0.2倍

11.4倍

0.07 
0

0.2

ベルト着用 ベルト非着用 ベルト着用 ベルト非着用

0.2倍

ベルト着用 ベルト非着用
65歳以上

ベルト着用 ベルト非着用
18-64歳

高齢者 シ トベルトを着用すると 死者割合が0 6倍に下がる

6

高齢者：シートベルトを着用すると、死者割合が0.6倍に下がる

シートベルトを着用していても、非高齢者の11.4倍も高い

2-2 車両の衝突部位別
年 後席 事故件数

 衝突部位別の後席の死者数

高齢者 車両前面が衝突した

2008-2012年の後席死亡の事故件数
前面 452件、側面 195件、後面 74件

80
90

100 18-64歳

65歳以上

高齢者：車両前面が衝突した

事故で死者が多い（153人,37%）

40
50
60
70

死
者
数
（

10
20
30
40（

人
）

0
10

正
面

前
面

前
面

側
面

側
面

後
面

正
面

前
面

前
面

側
面

側
面

後
面

正

右
前

左
前

右
側

左
側 後 正

右
前

左
前

右
側

左
側 後

ベルト着用 ベルト非着用

7

ベルト非着用では、側面からの

衝突による死者も多い
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2-2 車両の衝突部位別

18-64歳

 衝突部位別の後席の死者割合

高齢 者 前 ベ 着 有無 差が見られな

3.0
3.5
4.0 65歳以上高齢死者：前面でベルト着用有無の差が見られない

重傷者の割合はベルト着用で0.6倍程に減少

2.0
2.5
3.0

死
者
割
合

0.5
1.0
1.5合

（％
）

0.0
0.5

正
面

前
面

前
面

側
面

側
面

後
面

正
面

前
面

前
面

側
面

側
面

後
面

正

右
前

左
前

右
側

左
側 後 正

右
前

左
前

右
側

左
側 後

ベルト着用 ベルト非着用

8
高齢者：側面はベルト着用で0.3倍程に減少

2-2 車両の衝突部位別

18 64歳

 前面が衝突した事故での損傷主部位の傷害状況

①後席の死者数

30
35
40

18-64歳

65歳以上

①後席の死者数

死

15
20
25
30死

者
数
（
人

0
5

10

折 等 折 裂 等 裂 等 折 等 折 裂 等 裂 等

人
）

骨
折

裂
傷

等

骨
折

内
臓

破
裂

裂
傷

等

内
臓

破
裂

裂
傷

等

骨
折

裂
傷

等

骨
折

内
臓

破
裂

裂
傷

等

内
臓

破
裂

裂
傷

等

頭部 胸部 腹部 頭部 胸部 腹部

シートベルト着用 シートベルト非着用

9

胸部骨折の加害部位：シート40%、車内その他50%
胸・腹部の内臓破裂の加害部位：シート40%、車内その他50%以上

2-2 車両の衝突部位別

 前面が衝突した事故での損傷主部位の傷害状況

②後席の死者割合

80.0

100.0
18-64歳

65歳以上

②後席の死者割合

死

40.0

60.0
死
者
割
合
（

0.0

20.0

折 等 折 裂 等 裂 等 折 等 折 裂 等 裂 等

％
）

骨
折

裂
傷

等

骨
折

内
臓

破
裂

裂
傷

等

内
臓

破
裂

裂
傷

等

骨
折

裂
傷

等

骨
折

内
臓

破
裂

裂
傷

等

内
臓

破
裂

裂
傷

等

頭部 胸部 腹部 頭部 胸部 腹部

シートベルト着用 シートベルト非着用

10
高齢者：腹部受傷で内臓破裂が起きると、致命傷になり易い

2-3 衝突前後の車両速度差

18-64歳 胸部

 擬似∆V別の損傷主部位別後席死者割合
（車両前面が衝突した事故を抽出）

60.0
18-64歳 腹部

65歳以上 胸部

65歳以上 腹部

シートベルト着用の死者割合

（車両前面 衝突 事故を抽 ）

30 0

40.0

50.0 65歳以上 腹部

死
者
割

10 0

20.0

30.0割
合
（％
）

0.0

10.0

11

高齢者：腹部受傷による死者割合は低い速度差でも高い
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2-3 衝突前後の車両速度差

18 64歳 胸部

 〔参考〕擬似∆V別の損傷主部位別助手席死者割合
（シートベルト着用、エアバッグ装備無 or 非展開）

60.0

18-64歳 胸部

18-64歳 腹部

65歳以上 胸部

シートベルト着用の死者割合

（ 着用、 ッグ装備無 非展開）

40.0

50.0 65歳以上 腹部
死
者
割

10 0

20.0

30.0合
（％
）

0.0

10.0

12

高齢者：死者割合が高くなり始める速度は後席と同じだが、

助手席では、胸部・腹部受傷とも明らかに死者割合が低い

2-4 ミクロデータ

 ミクロデータの∆V別の傷害の分布

90 デ

70

80

90
高齢死者・重傷者

2003-2012年 ミクロデータ
車両前面が衝突した事故
後席乗員 32人
死亡3人 重傷7人 軽傷22人

高
齢
者

50

60

70

死亡 ベルト非着用年

死亡3人、重傷7人、軽傷22人

30

40

死 非着用

重傷 ベルト非着用

軽傷 ベルト非着用

死亡 ベルト着用

年
齢 非高齢死者・重傷者

10

20
死亡 ベルト着用

重傷 ベルト着用

軽傷 ベルト着用

0
0 10 20 30 40 50 60 70 80 （km/h）

13

高齢者は死亡・重傷とも25km/h以下の低い速度で発生

2-4 ミクロデータ

 ミクロデータ事故事例

・出会い頭事故：相手車両の側面に当該車両が前面衝突出会い頭事故：相手車両の側面に当該車両が前面衝突
∆V ：20km/h
車体破損程度 ：中破

・運転席：19歳女性
シートベルト+エアバッグ

損傷程度 ： 軽傷

顔・頸部・下肢擦過傷 AIS1
脊椎捻挫 胸部挫傷 AIS1脊椎捻挫、胸部挫傷 AIS1

・後席左：83歳男性
シートベルト着用

損傷程度 ： 死亡

胸部大動脈損傷 AIS5
膵臓損傷 AIS2

14車両変形状況および室内状況

膵臓損傷 AIS2
腰椎骨折 AIS2

3 ま と め

 後席の高齢死者分析まとめ

①シートベルト着用の効果がある。

②但し、車両前面が衝突した事故で、シートベルト着用時に

胸部骨折、胸部・腹部の内臓破裂で死亡する割合が高い。

③衝突速度が低速の場合でも、腹部受傷により死亡する

割合が高い。

 今後の課題と提言

・中低速域の乗員保護性能に注目した、研究・開発の必要性。中低速域の乗員保護性能に注目した、研究 開発の必要性。

・高齢者の腹部受傷の発生メカニズムや傷害状況について

医学的な知見と合わせた分析の必要性。医学的な知見と合わせた分析の必要性。

15
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3 ま と め

 後席の安全性向上のためのアイテム提案

・シートベルトの着用率の向上（一般道で33.2%）※

→ シートベルトリマインダシステムの普及シ ト ルトリマインダシステムの普及

・使用性の向上

→ ショルダアジャスター等の追加による装着性の改善ショルダアジャスタ 等の追加による装着性の改善

・シートベルトのエネルギー吸収性能の改善

→プリテンショナー フォースリミッターの追加→プリテンショナ 、フォ スリミッタ の追加

・衝突速度の低減

→衝突被害軽減ブレーキの普及（座席位置問わず効果が望める）→衝突被害軽減ブレ キの普及（座席位置問わず効果が望める）

・新たな拘束装置の追加（エアベルト、エアバッグ等）

※ シートベルトの着用状況について

16

※ シ トベルトの着用状況について
警察庁交通局
（一社）日本自動車連盟 より抜粋

4 （参考）死者数削減予測

〔死者数削減予測1 シートベルトのエネルギー吸収性能の改善〕
プリテンショナーとフォースリミッターを装備した場合の効果

前提 ・前面衝突での胸部および腹部受傷への効果に限定

・高齢者の胸部・腹部受傷が以下の条件で改善すると仮定
AF05ダミ の試験結果より 胸部変位が35%程度改善 （下図）※1・AF05ダミーの試験結果より、胸部変位が35%程度改善 （下図）※1

・傷害リスクカーブ：65歳男性のAIS3+の胸部変位※2を利用。

変位が63mmから35%改善したとする。

傷害 ク から 減少→ 傷害リスクは、86%から48%に減少。

5年間の平均死者数を基に、後席高齢死者の削減効果を算出すると、
胸部・腹部受傷による死者 23人 → 13人 〔 10人 約45%減〕胸部・腹部受傷による死者 23人 → 13人 〔-10人 約45%減〕

※1 第23回ESV会議資料より抜粋
Paper Number 13-0430ape u be 3 0 30
Ingo Mueller, Dr. Steffen Sohr
TAKATA AG, Berlin Germany

※2 NHTSA-2006-26555-0114

17

※2 NHTSA 2006 26555 0114
Federal Registerより抜粋

4 （参考）死者数削減予測

〔死者数削減予測2 衝突速度の低減〕
衝突被害軽減ブレーキシステムの効果

前提：・衝突被害軽減ブレーキが対象車両全てに搭載
・衝突速度50km/h以下で衝突の回避・軽減
・車両前面が衝突した事故全てで作動・車両前面が衝突した事故全てで作動

5年間の平均死者数を基に、後席高齢死者の削減効果を算出すると、

①10k /hの速度低減①10km/hの速度低減 ：
胸部受傷 15人 → 11人
腹部受傷 8人 → 7人
全 体 31人 → 20人 〔-11人 約30%減〕

②20km/hの速度低減：
胸部受傷 15人 → 8人
腹部受傷 8人 → 4人
全 体 31人 → 16人 〔-15人 約50%減〕

に車両前面が衝突した事故死者の削減可能性がある

18

に車両前面が衝突した事故死者の削減可能性がある。
（衝突速度低減後の死者割合より推計）
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